
野球場

● NIFS GALLERY
開学 30 周年を記念して開所。本学
にゆかりのあるオリンピック選手の
メダルやユニフォーム、研究成果の
パネルなどを展示

ビーチバレーコート

テニスコート

・敷地面積　 370,259 ㎡
  　白水地区 363,936 ㎡
  　高須地区     6,323 ㎡
  　　　（海洋スポーツセンター）
・白水地区
  　屋外体育施設敷地面積 168,701㎡
  　屋内体育施設延面積　   12,869 ㎡

多目的グラウンド

● 海洋スポーツセンター 錦江湾に面した鹿屋市高須町に位置

武道館

球技体育館

● 屋内実験プール● 柔道場（武道館1F）

入試・オープンキャンパス等 教　務　課 ☎ 0994-46-4869 nyushi@nifs-k.ac.jp
履 修・ 各 種 証 明 書 等 教　務　課 ☎ 0994-46-4865 kyoumu1@nifs-k.ac.jp
就 職 ・ 求 人 教　務　課 ☎ 0994-46-4883 gaku-in@nifs-k.ac.jp
施 設 見 学 総　務　課 ☎ 0994-46-4816 soumu@nifs-k.ac.jp
公 開 講 座 総　務　課 ☎ 0994-46-4818 kouhou@nifs-k.ac.jp
施 設 利 用 施　設　課 ☎ 0994-46-4852 sisetu@nifs-k.ac.jp
附 属 図 書 館 学術図書情報課 ☎ 0994-46-4874 jyo-sa@nifs-k.ac.jp
海洋スポーツセンター 海洋スポーツセンター ☎ 0994-47-2758 kaispo@nifs-k.ac.jp
東京サテライトキャンパス 東京サテライトキャンパス ☎ 03-5440-9066 satellite@nifs-k.ac.jp

■ 問合先一覧

鹿 屋 体 育 大 学
〒 891 − 2393　鹿児島県鹿屋市白水町１番地
TEL 0994 − 46 − 4111・FAX 0994 − 46 − 2831
URL　https://www.nifs-k.ac.jp/

■ 本学までの交通機関

鹿児島中央駅

鹿児島市営バス又は
鹿児島交通バス

約30分

垂水フェリー

約40分
鴨池港 垂水港 鹿屋体育大学前・白水 鹿屋体育大学

鹿児島空港

空港連絡バス
（鹿屋行き）

鹿児島交通バス
（垂水行き）

約100分 約20分

徒歩

約3分
鹿　屋

徒歩

約3分

鹿屋体育大学前・白水 鹿屋体育大学

鹿児島交通バス

約30分

空の便

陸の便

（乗りかえなしの直行バスもあります）

■ 位置図

国立大学法人

鹿屋体育大学前・
白水（バス停）

東九州
自動車道
東九州
自動車道

笠之原ＩＣ

至霧島・鹿児島空港
東九州自動車道

  至都城
国道269号線

鹿屋体育大学前・
白水（バス停）

東九州
自動車道
東九州
自動車道

笠之原ＩＣ

至霧島・鹿児島空港
東九州自動車道

  至都城
国道269号線

鹿屋体育大学
　鹿屋市白水町１番地

鹿屋体育大学　
海洋スポーツセンター
　〒 893-0054
　　 鹿屋市高須町 2457 番地 

鹿屋体育大学東京サテライトキャンパス
〒 108-0023
東京都港区芝浦 3-3-6
東京工業大学キャンパス・イノベーションセンター内

● 体操練習室（総合体育館 2F）
● トレーニング環境シミュレータ

（スポーツトレーニング教育研究センター内）

食堂

事務局
水野講堂

附属図書館

● 大学正門

● 柴田亜衣選手アテネ五輪記念モニュメント

アテネ五輪で金メダ
ルを獲得した柴田亜
衣選手の功績を記念
して平成 17 年３月
に設置された記念碑

● スポーツパフォーマンス研究センター

陸上競技場

学生宿舎

合宿研修所

ラグビー場

サッカー場

実験研究棟

総合体育館

正門

東京工業大学
キャンパス・イノベーションセンター
6階608号室

芝浦工業大学
芝浦キャンパス

横須
賀線

←品
川

東京
→東海

道新
幹線

山手
線

都営
三田
線浅
草線

ハローワーク品川

三田労働基準
監督署

JR 田町駅

地下
鉄 

三田
駅

本芝公園

三田警察署田町駅
東口交番

港区立郷土資料館

警視庁
三田警察署

東京工業大学附属
科学技術高等学校

港芝浦郵便局

409

15

東口
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バララン
公式マスコットキャラクター

公式
HP

ゴルフ練習場

国内初のスポーツ分野のコーチングに必要
なパフォーマンス研究の科学的検証を行う
最先端研究設備を備えた屋内研究施設構　内

ストリートビュー

スポーツで
未来を拓く
自分を創る

National Institute of Fitness and Sports in KANOYA 2019

国立大学法人

鹿屋体育大学
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昭和 56 年（1981） 10 月 1 日 鹿屋体育大学設置
昭和 59 年（1984） 4 月 1 日 学生受入れ
昭和 60 年（1985） 4 月 1 日 外国語教育センター設置
昭和 62 年（1987） 4 月 1 日 海洋スポーツセンター設置
昭和 63 年（1988） 4 月 1 日 大学院体育学研究科体育学専攻（修士課程）設置
昭和 63 年（1988） 5 月 25 日 保健管理センター設置
平成 6 年（1994） 5 月 20 日 スポーツトレーニング教育研究センター設置
平成 10 年（1998） 12 月 1 日 スポーツ情報センター設置
平成 13 年（2001） 4 月 1 日 生涯スポーツ実践センター設置
平成 15 年（2003） 4 月 1 日 アドミッションセンター設置

平成 16 年（2004） 4 月 1 日 国立大学法人鹿屋体育大学設立
大学院体育学研究科体育学専攻（博士後期課程）設置

平成 18 年（2006） 4 月 1 日 体育・スポーツ課程をスポーツ総合課程に名称変更
平成 21 年（2009） 8 月 1 日 東京サテライトキャンパス開設
平成 23 年（2011） 4 月 1 日 外国語教育センターを国際交流センターに名称変更
平成 27 年（2015） 3 月 スポーツパフォーマンス研究棟竣工

平成 28 年（2016） 4 月 1 日
筑波大学との共同専攻設置
・大学院体育学研究科スポーツ国際開発学共同専攻（修士課程）
・大学院体育学研究科大学体育スポーツ高度化共同専攻（3 年制博士課程）

平成 30 年（2018） 4 月 1 日 スポーツパフォーマンス研究センター設置

■ 沿　革

■ 大学の基本的目標（中期目標の前文より）
　～スポーツで未来を拓く自分を創る～
　国立大学法人鹿屋体育大学は、全国でただ一つの国立の体育系大学という特性を十分に活かし、健全な身体と調和・
共生の精神を併せ持つ人材の育成に必要不可欠なスポーツ・身体運動を通じて、創造性とバイタリティに富む有為の人
材を輩出するとともに、体育・スポーツ学分野における学術・文化の発展と国民の健康増進に貢献し、もって健全で明
るく活力に満ちた社会の形成に寄与する。
　以上の目的を実現するため、教育、研究、社会貢献及びグローバル化に関する基本目標を以下のとおり掲げ、社会の
信頼に応えられるよう自己変革しつつ、個性輝く大学を目指す。

【1】教育に関する目標
学　部：スポーツ・健康・武道分野における研究成果に基づい
た教育を通じて、国民のスポーツ、健康及び武道を適切に指
導し得る専門的知識、実践力・実技力や指導力を有し、広く
は国際社会で活躍できる有為な人材を養成する。
大学院：国民のニーズに応じた適切なスポーツ・身体運動の指
導やマネジメント及びプログラム開発、トップアスリートに対
する科学的なトレーニングの指導やメニュー開発ができる能力
を備えた高度専門職業人として、国内及び国際社会で活躍で
きる中核的な役割を担う人材を養成する。

【2】研究に関する目標
　スポーツ・健康・武道分野におけるこれまでの研究実績を生
かし、新たな研究領域としてグローバルなスポーツイノベーショ
ン研究拠点の構築を目指す。
　また、スポーツ活動や指導の実践知に関する「スポーツパ
フォーマンス研究」との取り組みとも連携し、2020 年開催の
東京オリンピック・パラリンピック大会での活躍を目指す本学

学生をはじめ、国内のトップアスリートの競技力向上につなが
る科学的サポートを実施する。
　さらに、本学の基礎的・応用的・実践的領域での研究を組織
的・学際的・総合的に推進する支援体制の整備・充実に取り組む。

【3】社会貢献に関する目標
　教育研究の成果を積極的に広く情報発信するとともに、開
かれた大学として生涯学習の機会を提供し、教育研究資源の
開放を行うとともに、社会との多様な連携を推進し、スポーツ・
身体運動による健康づくりとスポーツ・武道文化の振興・発展
に貢献する。

【4】グローバル化に関する目標
　オリンピック・パラリンピック教育や日本のスポーツ・武道文
化教育及びスポーツ実践やスポーツ医科学研究を通じて、アジ
ア地域をはじめ海外の若手研究者やコーチと本学学生・教員と
の積極的な交流を推進するための、グローバルな教育研究拠点
を形成する。

役　員　等 教　　員　66
事務系職員 役職員合計

学長 理事 監事 副学長 教授 准教授 講師 助教 特任教員
1 2（1） （2） 【2】 22 16 15 8 5 77 149

※【  】は兼務、役員等（  ）は非常勤で外数　

国立大学法人
鹿屋体育大学

理　　　事 役　員　会

学　　　長

経 営 協 議 会

学 長 選 考 会 議
監 　査 　室

監　　　事　

事 　 務 　 局

副 　 学 　 長

学   長   補   佐

鹿 屋 体 育 大 学

保健管理センター附 属 図 書 館 事務組織

教 務 課

学　　　生　　　課

学 術 図 書 情 報 課

財 務 課

経 営 戦 略 課

施　　　設　　　課

教 務 課

事 務 局 次 長事 務 局 次 長

事 務 局 長

体　 育 　学 　部 大学院（体育学研究科）

教育研究評議会

運 営 企 画 会 議

社会連携検討会議

教員組織
（25名）

（17名）

（19名）

学内共同教育研究施設学内共同教育研究施設
国 際 交 流 セ ン タ ー

海 洋 ス ポ ー ツ セ ン タ ー

スポーツトレーニング教育研究センター

生 涯 ス ポ ー ツ 実 践 セ ン タ ー

ア ド ミ ッ シ ョ ン セ ン タ ー

ス ポ ー ツ 情 報 セ ン タ ー

スポーツパフォーマンス研究センター

キ ャ リ ア 形 成 支 援 室

教 育 企 画 ・ 評 価 室

学　生　相　談　支　援　室

障 が い 学 生 支 援 室障 が い 学障 が い 学 生 支 援 室生 支 援 室

学生スポーツボランティア
支援室

教員組織
（2スポーツ・武道実践科学系

（スポーツ人文・応用社会科学系

（

ポ 人文 応用社会科学系

ス ポ ー ツ 生 命 科 学 系

総 務 課

企　　　　　　　画　　　　　　　室

男 女 共 同 参 画 推 進 室

ア ス レ チ ッ ク デ パ ー ト メ ン ト
オリンピック・パラリンピック戦略推進室

広　　　　　　　報　　　　　　　室

■ 役職員数（令和元年 5 月 1 日現在）

■ 組織・機構図 （令和元年 5 月 1 日現在）

●学　　部
区　　　分

志　願　者 入　学　者
AO 推薦 一般 その他 3年次編入学 計 AO 推薦 一般 その他 3年次編入学 計

体
育
学
部

スポーツ総合課程   8
（  4）

73 
(24)

232 
(43)

  3 
  (  0)

48 
(  7)

364 
(78)

8 
(  4)

 52 
(20)

67 
(15)

2 
  (  0) 

18
(  1)

147 
( 40)

武道課程   4 
(  3)

24 
(  8)

56 
(11)

  0
(  0)

  0 
(  0)

 84 
(22)

  4 
(  3)

 21 
(  7)

27 
(  4)

0 
(  0)

0 
(  0)

 52 
(14)

計 12 
(  7)

  97 
(32)

288 
(54)

  3 
(  0)

48 
(  7)

448
 (100)

12 
(  7)

 73 
( 27)

94 
(19)

2 
(  0)

18 
( 1)

199 
( 54)

※その他は特別入試（社会人・帰国子女）、私費外国人留学生入試　　　※（　）は女子で内数　

70（1）
13 8

21 9

9

33（1）

4 3

20
25

15（1） 5 3

10 11

3

14（1）

308
9（1）

40（6）

11（1）

16（1）

8

1

11（1）

5

3 2

0

5

4

15
6

2

4

26 8（3）

12

32

60（35）

43（1）36（1）

27

31（1）

29

帰国子女
台　湾 1
カナダ 1

外国人留学生

中　国   3
ギリシャ （1）

アルゼンチン 1
バングラデシュ （1）

　（入学定員 170 名：スポーツ総合課程 120 名、武道課程 50 名、３年次編入学 20 名）

■ 学生数　（令和元年 5 月 1 日現在）

●体育学部
区　　　分

在籍者数
計 卒業生計

（S62ーH30）1 年次 2 年次 3 年次 4 年次
スポーツ総合課程 129 (39) 129 (32) 149 (28) 149 (38)  556 (137) 1,404 

（体育・スポーツ課程） − − − 　−　 − 2,427
武道課程   52 (14)   51 (13)    53 (19)   55 (16) 211 (   62) 1,697
合　　計 181 (53) 180 (45) 202 (47) 204 (54) 767 (199) 5,528 

※（　）は女子で内数 

●大学院体育学研究科体育学専攻
区　　　分 在籍者数 計 修了生計

（H1ーH30）1年次 2 年次 3 年次
修士課程 16(  4) 11(  2) − 27（  6） 563

博士後期課程     7（ 1）     4（  0） 11（  1） 22（  2） 55
※（　）は女子で内数

●大学院体育学研究科共同専攻
区　　　分 在籍者数 計 修了生計

（H29 ーH30）1年次 2 年次 3 年次
修士課程 2(  0) 0(  0) − 2(  0) 5

3 年制博士課程 2(  0) 2(  0) 2(  0) 6(  0) 2
※（　）は女子で内数

　体育・健康づくりに関する科学的な基礎知識や応用能力を有し、競技
スポーツ、生涯スポーツ、健康づくりに関する専門的能力を、理論と実
践の往還を通じて修得することにより、バイタリティーを持ち、国際社会
の進展に対応できる実践的かつ創造的で、市民性を備えたリーダーの
育成を目標とします。

　スポーツ・武道及び体育・健康づくりの分野における諸科学
等の研究の成果を学際的・統合的に把握し、新たな学際的複
合領域の研究の開発及び研究の成果を実践に結びつけること
のできる研究者や指導者の養成を目的とします。 

　修士課程スポーツ国際開発学共同専攻で
は、次の①~④の能力を修得することを目的
としております。
①国際情勢と政策及び地球規模課題に対する
　知識と分析力、使命感
②多角的・俯瞰的な視点、及び目的達成志向能力
③スポーツ・体育・健康に関する総合的な知識と実
　践力、及び政策立案・事業経営等の知識と実践力
④コミュニケーション、コーチング、マネジメント、
　分析等に関する能力

　3年制博士課程大学体育スポーツ高
度化共同専攻では、次の①～③の能力
を修得することを目的としております。 
①大学体育スポーツを先導する確かな
　専門的知識と実技教育能力 
②大学体育スポーツ現場の実践知を探
　求し、その研究成果を教育へと循環さ
　せることができる実践的研究能力 
③高等教育における体育スポーツ教育
　の質保証を先導する高度指導者に必
　要な教養

　スポーツ・武道及び体育・健康づくりの分野における専門的
知識・技術の教授研究能力及び高度の専門性を要する職業に
必要な能力を有する研究者や指導者の養成を目的とします。

　体育・健康づくりに関する科学的な基礎知識や応用能力を有し、我が国発
祥の身体運動文化として伝承され、今日において競技文化としても広く認
識されている武道、特に柔道・剣道における心と技を伝統的修錬形式である
稽古を通じて修得することにより、武道の精神と、国際社会の進展に対応で
きる実践的かつ創造的で、市民性を備えたリーダーの育成を目標とします。

修士課程スポーツ国際開発学共同専攻
博士後期課程体育学専攻

修士課程体育学専攻

　修士課程での教育研究の成果を基礎に、生涯スポーツや競技スポーツの分野において、
関連する諸科学等の研究の進展の成果を学際的・統合的把握して、これまでにない学際領域の
分野を開拓し、実践に結びつけるとができる独創性のある高度専門指導者の養成に重点を置い
た教育に取り組んでいます。　※スポーツ・武道及び体育・健康づくりの分野における諸科学等
の研究の成果を学際的・統合的に把握し、新たな学際的複合領域の研究の開発及び研究の成果
　を実践に結びつけることのできる研究者や指導者の養成を目的とします。 

　体育・スポーツの高度な指導者又は研究者として、専門的知識を総合して、また理論と実践と
を結びつける能力の育成に重点を置いた教育に取り組んでいます。　※スポーツ・武道及び体
育・健康づくりの分野における専門的知識・技術の教授研究能力及び高度の専門性を要する職
　業に必要な能力を有する研究者や指導者の養成を目的とします。

博士後期課程体育学専攻

修士課程体育学専攻

3年制博士課程大学体育
スポーツ高度化共同専攻

【総　数】
　学部　767名　　大学院　57名

■ 学部・大学院

■ 出身校所在地別在学者数内訳
    （令和元年 5 月 1 日現在）

●大学院

研　究　科 課　　程 志願者 入学者
体育学研究科
体育学専攻

修士課程  18（  4） 　16（  4）
博士後期課程 　7（  1） 　7（  1）

体育学研究科
共同専攻

修士課程 　3（  0） 　2（  0）
3 年制博士課程 　2（  0） 　2（  0）

※��（　）は大学院で外数
※�学部は出身高校、大学院（修

士課程）は出身大学、大学院
（博士後期課程及び 3 年制博
士課程）は出身大学院所在地
へ計上。ただし、留学生は
出身国に計上。

　�学部総数には高校卒業程度
認定試験合格者1名を含む。

（収容定員 720 名：スポーツ総合課程 480 名、武道課程 200 名、３年次編入学 40 名）

（収容定員 48 名：修士課程 30 名、博士後期課程 18 名）

（収容定員 12 名：修士課程 6 名、3 年制博士課程 6 名）

※（　）は女子で内数　　　　　

　（入学定員 26 名：体育学専攻修士課程 15 名、博士後期課程 6 名、  
    共同専攻修士課程 3 名、3 年制博士課程 2 名）

■ 入学者選抜状況　（令和元年 5 月 1 日現在）

■ 卒業後の進路（平成 30 年度実績） 大区分 小区分 人数 ％

教員

中学校 9

15％高等学校 14
特別支援学校 2
その他 4

公務員
行政職 8

20％公安職（消防・警察等） 27
その他 3

スポーツ関連企業（健康産業を含む） 23 12％
プロ選手等 10 5％
その他一般企業 59 31％
進学 25 13％
その他 8 4％
合計 192

■ 課外活動 本学学生の約９割が課外活動に参加しています。
体 育 系 課 外 活 動 団 体 研　究　会

陸上競技部 ラグビー部 カ ヌ ー 部 伝統文化・スポーツ研究会
硬式野球部 体操競技部 なぎなた部 e スポーツ競技・研究会
テ ニ ス 部 水 泳 部 セパタクロー部

男子バレーボール部 柔 道 部 ウインドサーフィン部
女子バレーボール部 剣 道 部 アスレティックトレーナー部

男子バスケットボール部 ヨ ッ ト 部 ゴ ル フ 部
女子バスケットボール部 漕 艇 部 ダ ン ス 部

サッカー部 自転車競技部
体育系課外活動団体加入率：92.2％

（令和元年 5 月 1 日現在）

平成30年度

卒業者の
進路状況
（比率）

スポーツ
関連企業
12%

プロ
選手等
5%

教員
15%

公務員
20%

その他
一般企業
31%

進学
13%

その他
4%

開  館
時  間

授業期間 平日／ 8:30 〜 21:00　土曜日／ 9:00 〜 17:00　日曜日／ 13:00 〜 17:00
休業期間 平日／ 9:00 〜 17:00

休 館 日 祝日、休業期間中の土曜日・日曜日、開学記念日（10 月１日）、年末年始（12 月 28 日〜
１月４日）、夏季一斉休業期間となっています。（その他臨時に休館することがあります。）

■ 附属図書館　★どなたでもご利用いただけます。

■ 特色ある取り組み
● 地域密着スポーツブランド「Blue Winds」における社会貢献活動

　大学スポーツの振興により、卓越性を有する人材を育成し、大学ブランドの強化及び競技力の向上を図ることを目的として、
平成 31年 3月に一般社団法人大学スポーツ協会（UNIVAS）が設立され、本学も加盟しました。今後、学業や競技に打ち込め
るさらなる環境の整備等を行ってまいります。
　その取り組みの一環として、本学は地域密着スポーツブランド「Blue Winds」を鹿屋市と創設しました。市民参加の大運動
会やスポーツ観戦イベント等を実施し、スポーツを「する・みる・ささえる」機会を提供することで、大学スポーツの振興によ
る地域社会の発展と活性化に貢献しています。

● スポーツパフォーマンス研究の推進
　本学では、スポーツ現場の実践知を科学的エビデンスとして創出・蓄積し、活動現場へ還元する「スポーツパフォーマンス研究」
を推進するための取組を進めています。
　2020年東京オリンピック・パラリンピックに向け、スポーツパフォーマンス研究センターを中心に、スポーツパフォーマン
スを科学的に分析する実践的研究を推進し、国内外のトップアスリートの競技力向上につながる科学的サポートを実施してい
ます。また、ウェブジャーナル「スポーツパフォーマンス研究」において、競技力向上のためのトレーニング法等、スポーツに
おける実践活動に寄与する知見を広く公表しています。

● 学生の競技力向上への支援
　学生の競技力向上に向けて「重点強化指定選手・チーム」を毎年度決定し、重点的に支援を行っています。平成 30年度は、国
際大会において体操競技が FIG種目別チャレンジカップ・スロベニア大会で優勝、剣道が世界剣道選手権大会で優勝、国内大会
では、自転車競技が全日本自転車競技選手権大会トラック・レースで優勝するなどの結果に結びつきました。
　また、毎年度 4月末に、日頃から競技力の向上に励む全ての学生、その育成にあたる教員等が一堂に会し、それぞれの分野に
おける成果の発表と情報交換を行う「競技力向上の会」を開催し、学生が全国的さらには国際的トップアスリートを目指すため
の志気の高揚を図っています。

● 貯筋研究プロジェクト
　近年、日本では少子高齢化が急速に進み、同時に体力・運動能力の低下も大きな社会問題となっています。本学では、「動け
る日本人育成」を目指して、子どもから老人までの生活機能アップのための家庭でできる筋力トレーニングプログラム“貯筋運動”
を提唱し、「貯筋研究プロジェクト」として広く振興を図ってきました。九州では鹿児島県（鹿屋市、霧島市、志布志市、南九州市、
垂水市）をはじめ、熊本県、宮崎県、大分県などの自治体・機関と受託研究や委託事業を通して連携・協力し、その普及を進め
てきました。
　また、日本のみならずアジア、ヨーロッパ諸国においても少子高齢化の問題は避けられぬ問題となっており、特に高齢化は日
本以上に進行することが予想されています。これらを踏まえ 2014年度からは「グローバル貯筋連携研究プロジェクト」として
諸外国の大学、関係機関と連携し、貯筋運動の普及を進めています。これまで台湾、韓国、中国、タイ、ドイツにおいて実施し
ました。

大　学　名 国（地域）名 大　学　名 国（地域）名
上海体育学院 中華人民共和国 韓国体育大学校 大韓民国
渤海大学 中華人民共和国 韓国海洋大学校

海洋科学技術大学 大韓民国
天津体育学院 中華人民共和国
国立体育大学 台湾 スプリングフィールド大学 アメリカ合衆国
ウィルフリッドローリエ大学 カナダ ケルン体育大学 ドイツ連邦共和国

■ 国際交流協定大学

連携事項：�競技力向上の実現、競技力向上の実現を目的とした研究、共同で企画し実施する地域貢献活動など（H30.8.23 〜）
●シエルブルー株式会社

●鹿屋市・垂水市
連携事項：�教育・文化・スポーツの振興、健康及び福祉の充実、まちづくり、地域産業の活性化、生涯学習の推進など（鹿

屋市 H22.10.1 ～、垂水市 H29.3.29 〜）

●国立大学法人  筑波大学
連携事項：�体育・スポーツ分野における教育研究の発展、本分野における我が国の先導的役割を果たしていくための事業展

開など（H24.4.26 ～）

●学校法人浪商学園　大阪体育大学 ・ 学校法人梅村学園  中京大学
連携事項：「国際スポーツ・アカデミー形成支援事業」実施に向けた事業の推進など（H27.1.15 ～）

●株式会社　南日本放送
連携事項：�鹿児島県内のスポーツによる発展に寄与することを目的とした番組制作及び放送事業展開など（H27.8.4 ～）

●国立大学法人  熊本大学大学院教育学研究科 ・ 国立大学法人  鹿児島大学大学院教育学研究科・
　国立大学法人  宮崎大学大学院教育学研究科（教育学部）

連携事項：�「体育学・スポーツ科学連携大学院教育プログラム」実施に向けた事業の推進など（H26.3.20 ～熊本大学・鹿児島
大学）（H29.11.9 ～　宮崎大学）

■ 本学と連携・協力している機関

収入合計
2,528
単位：百万円 運営費

交付金
1,440

雑収入
48 目的積立金取崩

69

産学連携等研究収入
及び寄附金収入等

123

施設整備費
補助金
303

補助金等収入
15

大学改革支援・
学位授与機構
施設費交付金
17

授業料、入学料
及び検定料収入

514

施設整備費
320

補助金等
15

産学連携等研究経費及び
寄附金事業費等

123

支出合計
2,528
単位：百万円

教育研究経費
2,070

※ 記載金額は百万円単位とし、表示単位未満は四捨五入して表示

講座区分 開設数
ス ポ ー ツ 講 座 7
健 康 講 座 2
一 般 教 養 講 座 4

大会種目 開催時期
オープンヨットレース 9 月
破 魔 投 げ 大 会 11 月
サ ッ カ ー 大 会 11 月

　本学は、地域社会への「開かれ
た大学」をめざし、その一環とし
て公開講座・学術講演会、スポー
ツ交流会、各種学長杯スポーツ
大会等を実施しています。

■ 大学開放事業（令和元年度実施予定）

●公開講座　13 講座 ●学長杯スポーツ大会

（令和元年 5 月 1 日現在）

●国立大学法人  奈良先端科学技術大学院大学・独立行政法人  日本スポーツ振興センター
連携事項：�「スポーツエンジニアリング分野」における研究の推進及び人材の育成並びに社会の発展に寄与することを目的と

した連携（H27.6.12 ～）

●学校法人二階堂学園  日本女子体育大学・学校法人順天堂  順天堂大学・ 
   学校法人  早稲田大学スポーツ科学学術院

連携事項：体育・スポーツ分野における教育研究を発展させることを目的とした連携（H27.7 ～）
● NIFISA：NIFS International Sport Academy

　鹿屋体育大学は、文部科学省が 2020年オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた国際貢献策として実施する「スポー
ツ・アカデミー形成支援事業」の委託先大学に採択されており、アジアをはじめとする国々の国内オリンピック委員会から推
薦される将来の国際的リーダーとなる大学院生レベル以上の学生やトップコーチを対象に、「国際オリンピックマネジメント
セミナー」や「スポーツパフォーマンスセミナー」等の短期間のセミナーを実施しています。

連携事項：体育・スポーツ科学の研究分野の進展、大学院教育の連携など（H19.1.15 ～）
●独立行政法人　日本スポーツ振興センター　国立スポーツ科学センター（JISS）　

●独立行政法人　国立青少年教育振興機構　国立大隅青少年自然の家（おおすみくん家
ち

）
連携事項：�相互の人的・知的資源の交流と物的資源の活用によるスポーツ体験活動等を通じた社会貢献及び教育研究分野の

発展に資するための連携・協力事業など（H18.11.2 ～）

●鹿児島県
連携事項：�ジャパンアスリートトレーニングセンター大隅の利用促進と陸上競技の競技力向上など（H30.11.26 〜）

■ 令和元年度予算額


